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（単位：千円）
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事業
区分
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こども政策課
こども医療
費支給

1 ① こども医療費支給

こどもが必要とする医療を容易に受けら
れるようにするため、こどもに対する医
療費の一部を支給することにより、保護
者の経済的負担を軽減し、こどもの保健
の向上と福祉の増進を図る。

市民（健康保険に
加入している中学
校３年生までのこ
どもの保護者）

医療保険の適用される医療費のうち、一
部負担金（医療費の３割等）から、高額
療養費、附加給付、他法負担分等を控除
した額を支給する。

1,221,957 A 継続

ひとり親家
庭等医療費
支給

1 ① ひとり親家庭等医療費支給

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部を
支給することにより、ひとり親家庭等の
生活の安定と自立を支援し、もってひと
り親家庭等の福祉の増進を図る。

市民（ひとり親家
庭等の１８歳年度
末までの児童又は
２０歳未満の障害
児とその父母等）

医療保険の適用される医療費のうち、一
部負担金（医療費の３割等）から、高額
療養費、附加給付及び他法負担分、自己
負担金等を控除した額を支給する。

74,810 A 継続

こども政策
課一般事務

1 ④ 特別児童扶養手当（進達事務）

精神又は身体に障害を有する児童につい
て特別児童扶養手当を支給することによ
り、児童の福祉の増進を図る。

市民（精神又は身
体に一定の障害が
ある２０歳未満の
児童の養育者）

手当月額
１級（重度）５万２，5００円
２級（中度）３万４，9７０円
※令和2年4月1日現在。物価スライド
制の適用により改定される場合がある。

5,992 A 継続

2 ① 遺児手当支給

遺児の保護者に遺児手当を支給すること
により、これら遺児の健全な育成を図
る。

市民（父母のいな
い中学校卒業まで
の遺児の保護者）

遺児１人当たり月額８，５００円を支給
する。

3,030 A 継続

3 ① 多子世帯応援クーポン事業

子育てサービス等を利用することができ
る「３キュー子育てチケット」を申請に
より配布し、多子世帯の育児にかかる経
済的・身体的負担を軽減し、子育てしや
すい環境を提供する。

市民（当該年度に
出生した第３子以
降の児童の保護
者）

埼玉県が実施する第３子以降が生まれた
世帯に、子育てサービス等に利用できる
「３キュー子育てチケット」を３年間で
５万円分配布する事業において、１年目
に３万円分を上乗せして配布する。

14,489 A 継続

子ども・子
育て支援新
制度事務

1 ④ 社会福祉審議会児童福祉専門分科会事務

地方版子ども・子育て会議を設置・開催
し、子ども・子育て支援事業計画や施策
の推進を図る。 市民

子ども・子育て支援事業計画の策定及び
施策の実施状況についての調査審議等を
行う。 12,721 A 継続

2 ⑥ 子ども・子育て支援新制度庁内検討会議

子ども・子育て支援新制度に関し、必要
な事項を検討し、制度の円滑な施行を図
る。 市職員

庁内関係課による、子ども・子育て支援
新制度に関する事項等について調査・検
討を行う。 1,145 継続

3 ⑥ 子ども・子育て支援推進委員会

子ども・子育て支援事業計画の推進を図
る。

市職員

庁内関係課による、子ども・子育て支援
事業計画の実施状況の把握・点検及び市
民への公表に関する事項等について調
査・審議する。

1,145 継続

4 ① 子育て情報誌作成事業

子育て中の家庭が必要な情報を容易に入
手できるよう、情報誌を作成し、必要な
情報を提供・発信する。 市民

NPO団体等と協働による情報誌の作成
を行い、出生届提出時等に窓口で配布す
るとともにホームページで公開する。 1,281 A 継続

5 ⑥ 子ども・子育て支援システム管理

子どものための教育・保育給付事務の円
滑な遂行のため、システムの適切な維持
管理を行う。 事業者

・子ども・子育て支援システムの維持管
理
・維持管理に伴う業務委託事務
・法令改正等に対応するためのシステム
改修

39,204 継続

6 ①
仕事と家庭の両立を推進するためのセミ
ナー

セミナー等の実施により、ワークライフ
バランスの啓発・推進を図る。

市民
事業主等

セミナー等の開催。

1,529 A 継続
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民間保育所
等整備

1 ④ 保育所等建設費補助金

地域の保育需要に対応し、子育てプラン
の目標定員数の達成や入所待機児童者数
の削減を図るため。 事業者

・社会福祉法人等が保育所等を整備する
際に要する建設、改修費用の一部につい
て補助する。 963,398 A 継続

2 ④ 児童福祉施設等設置認可

児童福祉法等に基づき、保育ニーズに対
し、質が確保された保育を提供するた
め、基準に適合している施設を設置認可
する。

事業者

・認可に係る申請内容を審査し、設置認
可する。

2,977 A 継続

3 ④ 認可外保育施設届出

児童福祉法に基づき、施設の把握及び指
導監督の徹底を図るため、設置の届出等
（変更含む）を指導する。 事業者

・届出等の手続きを速やかに依頼し、施
設の把握・情報を整備する。

993 A 継続

4 ④

子ども・子育て支援法に基づく
利用定員の確認
（教育・保育施設、地域型保育事業、特
定子ども・子育て支援施設）

施設・事業者からの申請に基づき確認し
、給付による財政支援の給付の対象とな
るか確認する。 事業者

県

・事業内容を確認し、県へ報告する。

535 A 継続

5 ④
子ども・子育て支援法に基づく業務管理
体制の届出
（教育・保育施設、地域型保育事業）

保育施設を運営していくにあたり、事業
者の業務管理体制を整備し、責任者を明
確にする。 事業者

県、国

・業務管理体制を確認し、県又は国へ届
出をする。

535 A 継続

6 ④
子ども・子育て支援法に基づく教育・保
育に関する情報の報告
（教育・保育施設、地域型保育事業）

事業者が確認を受け、教育・保育を提供
する場合には、その内容を確認し、県に
報告する。 事業者

県

・教育、保育に関する情報を確認し、県
へ報告する。

535 A 継続

7 ④ 認可外保育施設指導監督

児童福祉法等に基づき、認可外保育施設
指導監督基準を満たした適切な運営・保
育内容であるか、施設へ立ち入って調査
する。

事業者

・設置前の事前相談や、運営状況の報告
徴収および立ち入り調査を実施。
・認可外保育施設の実態を把握し、必要
に応じて指導することにより、適切な保
育環境を確保する。

1,145 A 継続

児童手当 1 ④ 児童手当支給

児童の養育者に児童手当を支給すること
により、家庭等における生活の安定に寄
与するとともに、次代の社会を担う児童
の健やかな成長に資する。

市民（中学校卒業
までの児童の養育
者）

児童１人当たり月額１万円（３歳未満お
よび小学校以下の第３子以降は月額１万
５千円、所得超過者は月額５千円）を支
給する。

5,317,601 A 継続


